
　意見案第13号 

 

　　　　不妊治療に係る経済的負担の軽減及び支援の充実を求める意見書 

 

　我が国は急速な少子化と人口減少に直面しており、北海道においても出生数の減少が

続くなど、地域社会の維持や地域経済の発展、社会保障制度の持続可能性に大きな影響

を及ぼしている。未来を担う子どもたちの誕生を社会全体で支える環境整備は、今や喫

緊の課題となっている。 

　そのような中、子どもを望みながらも不妊に悩む方々は少なくなく、不妊治療はその

希望を支える重要な医療として広く認識されている。令和４年度から不妊治療への保険

適用が拡大されたことは大きな前進であったが、体外受精や顕微授精などの生殖補助医

療においては、保険適用後もなお相応の自己負担が生じており、複数回の治療が必要と

なる場合には、その負担は決して小さくない。 

　また、不妊治療の継続には医療費の負担のみならず、仕事や家庭との調整など、身体

的・精神的にも大きな負担を伴うものである。さらに、北海道は広域分散型の地域特性

を有しており、専門医療機関への通院に伴う負担も大きい。経済的な理由によって治療

の継続を断念したり、子どもを持つことを諦めざるを得ないことは本人や家族だけでな

く、社会全体にとっても大きな損失である。 

　不妊治療への支援は、子どもを望む方々の切実な願いを支えるとともに、少子化対策

の重要な施策の一つである。誰もが希望を持って治療に取り組むことができる環境を整

備するため、さらなる支援の充実が求められている。 

　よって、国においては、不妊治療を希望する全ての方が安心して治療を受けられる環

境を整備するため、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

記 

１　不妊治療に係る自己負担について、さらなる軽減を図ること。 

２　生殖補助医療を希望する方が経済的理由によって治療を断念することのないよう、

　支援制度の充実を図ること。 

３　地方自治体が実施する不妊治療支援事業に対する財政措置を充実すること。 

　以上、地方自治法第99条の規定により提出する。 
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